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健康長寿及び農業分野における 

イノベーション創出に向けた取組の成果について 

 

１ 健康長寿社会形成ビジネスモデル創出調査事業について 

（１）経緯・目的 

 ○ 愛知県が取り組むべき認知症施策をまとめた「あいちオレンジタウン構想第２期

アクションプラン”2021～2023”」（2020 年 12 月策定）において、取組の柱の

一つに「国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（以下「長寿研」とい

う。）を中核とした産学官連携による共同研究の推進」を位置づけています。 

 ○ 長寿研を始めとする県内研究機関が有する研究成果・最先端の知見の実用化にあ

たっては、特にスタートアップが持つ革新的ビジネスアイデアや最先端技術の活用

を図ることとしています。 

〇 同アクションプランの具現化を目指し、2021 年度から「健康長寿社会形成ビジ

ネスモデル創出事業」を開始し、スタートアップを活用した産学官連携による新た

なビジネスモデル創出の可能性を調査し、実証・実装に結び付けるための検討を行

いました。 

 

＜事業の目的＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）取組の方向性 

 ○ 今後、本県では認知症者の大幅な増加や医療・介護人材の不足等が見込まれま

す。 

別添 
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 ○ こうした高齢者に関する社会課題への対応に向け、アクティブシニア（健常な高

齢者）をターゲットとする「フレイル・認知症への進行予防」と、要支援・要介護

者をターゲットとする「エイジングインプレイス※」の２つの柱で、取組を進めて

います。 

※エイジングインプレイス 

住み慣れた地域で、その人らしく、最後まで健康的・快適に暮らすこと 

＜取組の方向性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）2021 年度の取組内容 

 ○ 「フレイル・認知症への進行予防」及び「エイジングインプレイス」の２つの柱

に沿って、長寿研を始めとする県内研究機関のシーズとマッチング相手となるスタ

ートアップ等について調査しました。 

 ○ 調査の結果、新たなビジネスモデル創出につながる共同研究に向けた検討を行う

ため、「認知症予測診断の社会普及」や「認知症の人向けスマートホームの開発」

等をテーマとする６つのワーキンググループを立ち上げ、研究内容やビジネスモデ

ルに関する検討を実施しました。 

 

（４）2022 年度の取組内容 

 ○ 2021 年度に立ち上げたワーキンググループを引き続き運営し、共同研究や実証

実験の実施に向け、ビジネスモデルのブラッシュアップを、専門的知識を有する外

部コンサルタントによるハンズオン支援により実施しています。 

＜事業スケジュール＞ 
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＜各ワーキンググループの取組一覧＞ 

※イントリンシックキャパシティ（intrinsic capacity） 

 ＷＨＯが提唱する、生涯にわたって活用できるあらゆる身体的・精神的属性の複合体の指標。運

動領域、認知領域、感覚領域、心理社会領域、活力・エネルギー領域を複合的に測定することで

イントリシックキャパシティを評価する。 

 

 ワーキンググループテーマ・座長 概要 

フ
レ
イ
ル
・
認
知
症
へ
の
進
行
の
予
防 

「認知症予測診断の社会普及」 
 
国立長寿医療研究センター  
研究所長特任補佐 

新飯田
に い だ

 俊
しゅん

平
ぺい

 氏 

簡易かつ低コストの認知症
予測、重症化予測可能なバイ
オマーカーキットの開発。 

「認知症予測診断後の介入プログラムの開発」 
 
国立長寿医療研究センター  
研究所長 

櫻井
さくらい

 孝
たかし

 氏 

認知予測診断の結果、高リス
クとされた対象者向けに、認
知症発症予防及び発症可能
性を低減させることを目的
とした総合的な介入プログ
ラムの開発。 

「農や野菜と触れることを通じたフレイル・認
知症予防」 

 
国立長寿医療研究センター  
老年学・社会科学研究センター長 

島田
し ま だ

 裕之
ひろゆき

 氏 

認知症・フレイルを解消する
手段として、野菜摂取等に着
目し、高齢者の大規模調査を
実施。 
今後、フレイル・認知症予防
の効果検証試験の可否を検
討。 

「イントリンシックキャパシティ※コーチング
アプリ」 

 
国立長寿医療研究センター  
病院長 

近藤
こんどう

 和泉
い ず み

 氏 

健常な高齢者に対して、認知
症・フレイル進行予防に特化
した活動量を継続的に維持
するためのサービスコンテ
ンツやデバイスの構築及び
イントリシックキャパシテ
ィ※の啓蒙。 

エ
イ
ジ
ン
グ
イ
ン
プ
レ
イ
ス 

「認知症の人向けスマートホームの開発」 
 
藤田医科大学 
医学部 リハビリテーション医学 I 講座 主任
教授 
ロボティックスマートホーム・活動支援機器研
究実証センター センター長 

大高
おおたか

 洋平
ようへい

 氏 

居住者の健康状態を推定・検
知するシステムを開発し、認
知症の早期発見と、その評価
に基づく認知情動支援プロ
グラムを提供し、認知症の方
にも対応可能なスマートホ
ームを開発。 

「認知症に対応した遠隔診療システムの開発」 
 
国立長寿医療研究センター  
理事長特任補佐 

鷲見
わ し み

 幸彦
ゆきひこ

 氏 

認知症者でも使用可能な遠
隔診療システムの開発及び
認知症発症早期段階で円滑
に医療につなぐ体制を構築。 
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（５）これまでの成果 

〇 以下のワーキンググループにおいて、共同研究契約の締結や、競争的資金の研究

費を獲得するなど、具体的な研究が始まっています。 

※知の拠点あいち重点研究プロジェクト 

 「知の拠点あいち」における中核的な事業として、大学等の研究シーズを活用して県内主要

産業が有する課題を解決し、新技術の開発・実用化や新産業の創出を促進する産学行政連携

の研究開発プロジェクト 

   

 

 

 

 

 

 

ワーキンググループテーマ・座長 成果 

「農や野菜と触れることを通じたフレイ

ル・認知症予防」 

 

国立長寿医療研究センター  

老年学・社会科学研究センター長 

島田
し ま だ

 裕之
ひろゆき

 氏 

長寿研とカゴメ株式会社とが共同研究契約

を締結（2022 年５月 25 日）。 

 

・カゴメ株式会社が開発した、皮膚のカロテノ

イド量をもとに野菜摂取量レベルを測定する

デバイス（ベジチェック R）を長寿研の観察研

究に導入。 

「認知症の人向けスマートホームの開発」 

 

藤田医科大学 

医学部リハビリテーション医学 I 講座 

主任教授 

ロボティックスマートホーム・活動支援機

器研究実証センター センター長 

 

大高
おおたか

 洋平
ようへい

 氏 

知の拠点あいち重点研究プロジェクト※IV

期に採択（2022 年７月 29 日発表済み）。 

 

・本事業では参画スタートアップ企業であるジ

ョージ・アンド・ショーン株式会社と藤田医

科大学間のマッチングを支援。 

（参考）参画企業一覧 

中部電力株式会社（名古屋市東区） 

株式会社ＮＴＴドコモ（名古屋市東区） 

株式会社スピード（瀬戸市） 

合同会社ネコリコ（東京都千代田区） 

株式会社ＪＤＳＣ （東京都文京区） 

ジョージ・アンド・ショーン株式会社 

（東京都渋谷区） 

(順不同) 
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２ あいち農業イノベーションプロジェクトについて 

（１）経緯・目的 

 ○ 農業分野においては、担い手の減少や高齢化といった従来からの課題に加えて、

カーボンニュートラルや新たなサプライチェーンの構築など様々な課題に対応す

るための技術開発と現場での技術活用が求められています。こうした課題に迅速

に対応するためには、新しいアイデアや革新技術を有するスタートアップと連携

したイノベーション創出が必要です。 

○ そこで、本県が進める STATION Ai プロジェクトの一環として、愛知県農業総合

試験場（以下「農総試」という。）や大学が有する技術、フィールド、ノウハウ

とスタートアップの新しいアイデアや技術を活用した共同研究体制の強化を図

り、新しい農業イノベーション創出を進める「あいち農業イノベーションプロジ

ェクト」を 2021 年９月に立ち上げました。 

 

（２）2021 年度の取組内容 

 ○ 産学官連携による農業イノベーション創出に向けた取組を推進するため、県内の

大学、農業団体、国、県を構成メンバーとする「あいち農業イノベーション研究

会」を設置しました（2021 年 12 月）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

あいち農業イノベーション研究会（2021 年 12 月設置） 

 愛知県農業水産局 技監 【会長】 
 名古屋大学 大学院生命農学研究科教授 
 中部大学 応用生物学部教授 
 名城大学 農学部教授 
 豊橋技術科学大学 先端農業･バイオリサーチセンター教授 
 JA 愛知中央会 営農くらし支援部長 
 JA あいち経済連 営農総合室長 
 東海農政局 生産部長 
 愛知県農業総合試験場 研究戦略部長 
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 ○ 農業の現場のニーズを調査、及びシーズを有するスタートアップ（163 社）をリ

ストアップし、農総試が大学やスタートアップと共同でイノベーション創出を目指

す６つのテーマを設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 農業イノベーション創出のための支援体制や研究フィールド活用の先進事例調査

を行い、共同研究の推進に必要な機能等を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ１：土地利用型作物のスマートモデルの実現 

テーマ２：データ駆動型施設園芸モデルの実現 

テーマ３：持続可能な畜産モデルの実現 

テーマ４：テクノロジーで魅せる愛知ブランドの実現 

テーマ５：未来へ繋げるサステナブル農業の実現 

テーマ６：デジタルで結ぶスマートサプライチェーンの実現 

＜イノベーション創出を目指す６つのテーマ＞ 

先進事例を３つのタイプに分類して必要な機能（ソフト・ハード）を整理 

●研究開発推進型:特定領域における研究開発を産学官により推進するタイプ 
●社会実装推進型:企業による生産現場での実証を支援し社会実装を推進するタイプ 
●集積拠点創造型:大学の先端研究施設や企業の誘致による大規模拠点の集積を創造するタイプ 
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（３）2022 年度の取組内容 

 ○ イノベーションによる本県農業の課題解決を目的とした、農総試との共同研究の

立ち上げに向けて、６つのテーマに対してスタートアップから新たな技術の提案

を募集しました（2022 年６月 14 日記者発表済み）。 

 ○ スタートアップからの技術提案については、研究会の構成員からも意見をいただ

きながら９月頃までに内容を県において審査の上、取組課題を選定し、必要に応じ

て予備試験等を行うなどの事業化に向けた調査を行い、産学官連携によるイノベー

ション創出の取組を進めていきます。 

○ 大学やスタートアップと連携した共同研究課題の実施に必要な資材や設備等を農

総試に導入するなど、イノベーション創出のための研究開発環境の整備を進めま

す。 

 ○ 農業イノベーション創出のための支援体制や研究フィールドの活用については、

関係機関と調整をしながら具体的な構想案を検討していきます。 

  

 ＜事業スケジュール（予定）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）これまでの成果 

 

〇各テーマに対する技術提案の応募状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ 提案数（延べ事業者等数） 
①土地利用型作物のスマートモデルの実現 48 件（18 者） 
②データ駆動型施設園芸モデルの実現 46 件（26 者） 
③持続可能な畜産モデルの実現 26 件（12 者） 
④テクノロジーで魅せる愛知ブランドの実現 ６件（６者） 
⑤未来へ繋げるサステナブル農業の実現 15 件（15 者） 
⑥デジタルで結ぶスマートサプライチェーンの実現 ２件（２者） 

計（延べ数） 143 件（79 者） 
※各テーマの提案数は、テーマの変更等により変動する可能性があります

※事業者等の実数は 66 者 
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 〇各テーマに対する主な技術提案 

 

 

 

 

 

※以下は、提案内容を例示したものであり、選定の結果を示すものではありません。 


